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 国道改築事業に伴う用地取得に際して、代表取締役が不在である法人と清算結了の済んだ法

人の両方と契約する必要が生じた．任意での契約が困難となり，収用裁決による取得の方針に

至った．一方で，同事業では法人登記が閉鎖された別法人と契約に至った事例が存在した．本

研究は，これら事例を比較することで，法人が所有する土地を取得する際の課題について焦点

を当てたものである． 
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１．はじめに 

 
 用地取得においては、基本的に登記名義人を相手方と

して売買契約を締結する．登記名義人が個人あるいは法

人の場合においては，登記と実態の両面を把握する必要

がある．中でも法人の場合は、法人の実態に応じた対応

を取る必要がある． 

 今回の事案は，土地登記名義人である法人２社がそれ

ぞれ活動実態がない又は清算結了済みであり，任意交渉

で相当の時間を費やしていることから，土地収用法に基

づく収用裁決による取得の方針に至る経緯を述べる． 

 次いで，同事業において，別法人が土地名義人であっ

た契約事例を併せて比較検討し，用地取得における課題

に焦点を当てることとする． 

 
 

２．本事業について 

 
(1)   事業概要 

 本事業は渋滞緩和と交通事故削減及び地域活性化のた

めに必要な国道改築事業であり、事業に伴い必要となる

土地の取得を行っている．市街地に位置するがゆえ，土

地の権利関係が複雑な状況である． 

また，事業進捗上の状況から，令和元年度に土地収用

法に基づく事業認定の申請を行っている． 
 
(2)  買収地の概要 

 当該事業の対象となる土地の概要は以下のとおりで

ある． 

 

 ・公簿地目：宅地  

 ・取得対象土地の所有形態：Ａ社とＢ社による共有 

 

 

 

 Ａ社は代表取締役が死亡しており，取締役Ⅹが１名存

命である．一方のＢ社は既に清算結了済みであるが，当

時の清算人Ｙが存命である． 

 

 

３．問題点の整理 

 

(1)  問題点１ 

 当該土地を取得するには，土地所有者であるＡ社とＢ
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社両方と契約する必要がある． 

Ａ社は代表取締役が不在のため，同社と契約するため

には，同社において株主総会による取締役の選任，代表

取締役の決定等が必要である．取締役Ｘは株主総会を招

集する権限を有する役員（会社法第３４６条第１項）で

あることから，取締役Ｘに株主総会参集手続の協力を求

めた．ところが，取締役ＸはＡ社の取締役に名を連ねて

いるだけで一度も経営に関与しておらず，今後も関与す

るつもりは一切ないとして，協力に応じない状況が続い

ていた． 

 
○会社法第３４６条（抜粋） 

 

役員（監査等委員会設置会社にあっては，監査等委員

である取締役若しくはそれ以外の取締役又は会計参与．

以下この条において同じ．）が欠けた場合又はこの法律

若しくは定款で定めた役員の員数が欠けた場合には，任

期の満了又は辞任により退任した役員は，新たに選任さ

れた役員（次項の一時役員の職務を行うべき者を含

む．）が就任するまで，なお役員としての権利義務を有

する． 

 
(2)  問題点２ 

Ｂ社は清算結了登記済であるが，本件土地がＢ社の残

余財産として分配未了の状態にあるため，法人格は消滅

していないと判断されるのが相当である．（大判 １９

１６年（大正５年）３月１７日）したがって，同社につ

いては清算途中の会社であると判断し，会社法第４８３

条の規定により清算途中の会社においては清算人がこれ

を代表することから，清算人Ｙによる清算結了登記の抹

消が必要である． 

したがって，Ｂ社と契約するために清算人Ｙに清算結

了登記の抹消の協力を求めるも，相当以前の会社清算で

あるため定款等の書類をすべて破棄しており，協力に応

じない状況が続いていた． 

 

〇判例 １９１６年（大正５年）３月１７日大審院判

決（民録２２輯３６４頁，民抄録６５巻１４１６９頁 

原文は旧漢字でカタカナ表記）抜粋 

 

株式会社の清算結了したる旨の登記ある場合と雖も実

際会社の財産に属する債権残存するときは清算結了の実

なきを以て会社は未だ絶対に消滅したるものと謂うを得

ず 

 

〇会社法第４８３条（抜粋） 

 

清算人は，清算株式会社を代表する．ただし，他に代

表清算人（清算株式会社を代表する清算人をいう．以下

同じ．）その他清算株式会社を代表する者を定めた場合

は，この限りでない． 

 

 

４．対応方針 

 

(1)  問題点１への対応 

問題点１について，弁護士及び法務局に相談したと

ころ，会社法第３５１条第２項に基づく一時代表取締役

を選任することで契約が可能であると回答を得た．起業

者が利害関係人として，Ａ社の一時代表取締役の職務を

行うべき者を選任するよう裁判所への申し立てを検討し

た． 

 

〇会社法第３５１条（抜粋） 

 

代表取締役が欠けた場合又は定款で定めた代表取締役

の員数が欠けた場合には，任期の満了又は辞任により退

任した代表取締役は，新たに選定された代表取締役（次

頁の一時代表取締役の職務を行うべき者を含む．）が就

任するまで，なお代表取締役としての権利義務を有す

る． 

 

②前項に規定する場合において，裁判所は，必要がある

と認めるときは，利害関係人の申立てにより，一時代表

取締役の職務を行うべき者を選任することができる． 

 

 しかし，裁判所との協議では，あくまで一時代表取締

役の選任は正式な代表取締役を見越した上での選任であ

り，一時代表取締役に所有財産の売買だけの権限を与え

るものではないことから，本件における一時代表取締役

の職務を行うべき者の選任については不適当であるとの

回答を得た． 

 
(2)  問題点２への対応 

 問題点１と同様に問題点２についても，起業者が利害

関係人として，Ｂ社の清算人の選任するように裁判所へ

の申し立てを検討した． 

 しかし，裁判所との協議では補償契約の締結だけを目

的として清算人を一時的に選任することは難しく，会社

法第４７８条第２項の規定から存命の清算人とは別の清

算人を一時的に選任することは不適当であるとの回答を

得た． 

 

 ○会社法第４７８条（抜粋） 

 

次に掲げる者は、清算株式会社の清算人となる． 

一 取締役（次号又は第３号に掲げる者がある場合を除

く．） 
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二 定款で定める者 

三 株主総会の決議によって選任された者 

 

②前項の規定により清算人となる者がないときは，裁判

所は，利害関係人の申立てにより，清算人を選任する． 

 

 以上より，Ａ社並びにＢ社との契約が事実上困難であ

ることから，収用裁決による取得の方針に至った． 

 
 

５．同事業における近似事例 

 
(1)  買収地の概要 

 同事業の別区間において，２０１８年に契約締結に至

った．近似する事例における土地の概要は以下のとおり

である． 

 

 ・公簿地目：公衆用道路 

 ・取得対象土地の所有形態：Ｃ社による単独所有 
  
(2) Ｃ社経緯 

当該事業の対象地を所有するＣ社の経緯を整理する

と以下の通りである． 

 

 ・２００６年：１２月の株主総会の決議により解散 

 ・２００７年：１月に解散登記 

 ・２０１０年：代表清算人のＺ氏を登記 

 ・２０１８年：１月に商業登記規則第８１条第１項に

よる登記記録閉鎖 

 

(3)契約に至るまでの経緯 

 Ｃ社とは１０年以上前に用地交渉に着手し，境界が

確定していたものの，以降の用地交渉に進捗が見られず，

交渉が途切れた状態が続いていた．２０１８年４月に用

地交渉再開に向けてＣ社法人格の再確認を行ったところ，

２０１８年１月にＣ社の法人登記が閉鎖されている事実

が判明した．したがって，Ｃ社との契約締結には，代表

清算人であるＺ氏より商業登記規則第８１条に基づく

「清算を結了していない旨の申出」を法務局へ提出して

もらい，Ｃ社法人登記の復活が必要であることが判明し

た． 

 

○商業登記規則第８１条（抜粋） 

 次に掲げる場合には，登記官は，当該登記記録を閉鎖

することができる． 

一 解散の登記をした後十年を経過したとき． 

二 次項又は第三項に規定する申出後五年を経過したと

き． 

 

②前項第一号又は第二号に掲げる期間が経過する二月前

から当該登記記録を閉鎖するまでの間に，会社が本店の

所在地を管轄する登記所に清算を結了していない旨の申

出をしたときは，登記官は，前項の規定にかかわらず，

当該登記記録を閉鎖することができない． 

 

③第一項の規定により登記記録を閉鎖した後，会社が本

店の所在地を管轄する登記所に清算を結了していない旨

の申出をしたときは，登記官は，当該登記記録を復活し

なければならない． 

 

２０１８年８月に代表清算人であるＺ氏に対し，同条

に基づく「清算を結了していない旨の申出」を法務局に

に提出し，Ｃ社法人登記を復活してもらうよう依頼を行

った．９月にＺ氏よりＣ社法人登記の復活の了解が得ら

れ，Ｚ氏が同条に基づく「清算を結了していない旨の申

出」を法務局へ提出した．１０月にＣ社法人登記が復活

したことから，代表清算人であるＺ氏と契約締結に至っ

た． 

 

 

６．用地取得における課題の考察 

 
(1)  Ａ社，Ｂ社及びＣ社の相違点 

 当該事業においては，通常の法人とは異なる形態での

買収となった事例を取り扱ってきた．本文で取り上げた

法人Ａ社，Ｂ社及びＣ社を整理すると以下の通りである． 

 

・Ａ社：代表取締役が不在であり，取締役が１名存命．

２０１１年に重任登記されて以降活動の実

態がない（所謂，休眠状態にある）． 

 

・Ｂ社：１９９３年に清算結了登記．清算人が存命． 

 

・Ｃ社：２００７年に解散登記後，２０１０年に代表

清算人を登記．２０１８年に登記記録閉鎖． 

 

(2) 現存する法人であるか否か  
 今回事例では，Ａ社とＢ社による共有地であったが，

別事例であるＣ社も加えてそれぞれを比較すると，用地

交渉時において現存する法人であるか否かの二通りに区

分できる．すなわち，活動の実態はないもののＡ社は法

人登記上では確かに現存している法人であった．一方の

Ｂ社とＣ社は，活動の実態のみならず法人登記上におい

ても現存しない法人であった． 

いずれの場合においても，相手方による登記手続が必

要となるが，代表権を確定させるまでの間その法人を代

表し実質的な交渉相手となる者は、Ａ社の場合は取締役
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であり，Ｂ社とＣ社では当時の代表清算人若しくは清算

人となる． 

 
(3) 相手方に必要となる手続等 
 Ａ社，Ｂ社及びＣ社と契約するために相手方に必要な

手続等を整理すると以下の通りである． 

 

 ・Ａ社：同社において株主総会による取締役の選任、

代表取締役の登記． 

 ・Ｂ社：清算人による清算結了抹消登記（法人登記の

復活） 

 ・Ｃ社：代表清算人による，清算結了していない旨の

申出（法人登記の復活） 

 

 Ａ社の場合は，本来権利義務役員である取締役が上記

のような登記をすべきであるが，何らかの理由により所

謂休眠状態であることから，相手方からの協力を得るの

が難しい状況にあると言える． 

 一方のＢ社とＣ社の場合は，残余財産の処分というこ

とで，清算未了状態の法人として一時的に登記を復活さ

せる点で，Ａ社の場合に比べ相手方の協力が得られやす

い状況にあったと言える．ただし，清算人が判明したと

しても，Ｂ社のように清算結了が相当以前に終えられて

いる場合では，相手方に法人を復活させることへの了解

が得られにくいことが考えられる． 

 
 

７．終わりに 

 
今回の事案では、当初より任意交渉での契約のため交

渉をすすめていたところ，解散又は会社名義がない等の

課題が確認されたものとなる。用地取得にあっては，事

業の全体スケジュールを鑑みた用地取得を行うこととな

るが、本事案のように相手方の手続きを要し協力を得る

ことが困難な場合には，収用裁決等を見据えた工程管理

上の調整が必要になるため、出来るだけ早期に任意交渉

と併行した上での収用裁決等の検討が重要になると考え

る．本件が今後の用地取得の一助となることを願い，終

わりとする． 
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